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論 文 内 容 の 要 旨 
 1978 年の改革開放政策以降、中国社会では計画経済体制から市場経済体制へと体制改革が進んで
いる。この過程で従来の「単位制」が打破され、「単位人」は「社会人」に転換し、レイオフされた
人々や失業者も大量に生まれた。また、「外来流動人口」と呼ばれる農村からの出稼ぎ労働者も都市
に大量に流入するようになった。市場経済体制がもたらした、かかる状況の変化に旧来の都市行政は
対応できず、新たな住民統制と住民福祉サービスの制度設計の必要に迫られた中国政府は 2000 年、
「単位社会から地域社会へ、単位人から社会人へ」という大目標を掲げ、「社区建設」（日本でいうと
ころのコミュニティ形成）に乗り出したのであった。中国の都市化と産業化の進展は豊かな中間階級
を大量に生み出した反面、さまざまな都市問題をも噴出させた。こうした問題に地域レベルで対応し
ようとするのが社区建設の狙いである。 
 現在、社区建設は行政主導のもとで推進されている。具体的な内容は組織づくり、施設建設といっ
たハード面の取り組みとともに、ソフト面では「社区服務」と称される地域福祉事業（コミュニティ
福祉サービス）がある。これは、身体障害者、高齢者、貧困層といった自立困難な人々への救助サー
ビスのほか、衛生、文化、体育および外来流動人口対策なども含む幅広い取り組みであり、社区建設
の中核事業に位置づけられている。 
 こうした社区建設と社区服務は都市住民の生活基盤として、また従来の単位が担っていた機能を代
替する地域福祉の受け皿として注目されている。そこで、本論文ではこの二つの社会事業――「社区
建設事業」と「社区服務事業」――に着目し、住民にとって望ましい社区形成の条件をさぐろうとし
ている。中国大都市におけるコミュニティ形成の条件を析出する試みは、都市研究ならびに地域福祉
研究の基礎的研究として重要であるとともに、中国の都市問題の解決に向けた実践的意義も持つと考
える。 
以上の問題意識に基づき、本論文は、改革開放以降の中国大都市の状況を典型的に示すと考えられる
大連市を事例として取り上げる。立論の基礎をなすデータは、論者が大連市にある類型を異にする 3
つの社区――開発された旧住宅街社区、振興郊外住宅地社区、および外来流動人口の多い社区――を
対象に実施した住民意識調査と聞き取り調査から得られた量的・質的データである。 
 
 本論文は全 3部 10 章で構成されている。序章では、中国と日本の代表的な社区研究をレビューし、
中国社会学におけるコミュニティ形成に関する理論の乏しさを明らかにする。同時に、日本で行われ
てきた社区研究では、単位的資源に頼る「単位型」社区と、非営利組織に任せる社区については優れ
た成果が見られるものの、中国社区の大多数を占める「一般社区」の分析がそこから漏れ落ちている
ことを指摘する。以上の考察を通して、中国大都市でもっとも普遍的に存在するところの社区居民委
員会自らの力で運営する「一般社区」に焦点を当てる本論文の特徴が明確になる。 
 
 第一部「コミュニティと地域福祉」では、コミュニティと地域福祉の関連について論じる。まず、
第１章「日本におけるコミュニティづくりと地域福祉」では、日本のコミュニティづくりと地域福祉
の社会的背景を振り返る。高度経済成長期に急速に進んだ産業化と都市化は、従来の伝統的な地域社
会を弱体化あるいは解体させたため、コミュニティづくりが進められた。また、このようなコミュニ
ティ変容と人口移動、家族形態の変化などの社会不安定要素の高まりと相まって、コミュニティに基
盤を置いた新しい福祉――地域福祉が台頭したのである。 
 第 2 章「中国における社区建設と社区服務」では、日本の「コミュニティ形成」と比較しながら、
中国の社区建設と社区服務の背景と展開過程を跡付ける。かつての日本のコミュニティ形成が、高度
経済成長によって衰退した地域共同体と、薄れてきた人々の連帯を住民主体で、いわば下から回復す
ることを理想としていたのとは対照的に、中国の社区建設は、崩壊した単位の機能を担う新たな中間
集団として、上から行政的に始められたものであった。また、社区建設の主要課題である社区服務の
発展過程をみるとき、その誕生段階における社会的弱者を対象とした「狭義の社区服務」から、今日
の改善段階における就業、社会保障、救助、衛生、文化・体育、流動人口および治安といった 7項目
を含む「広義の社区服務」へと拡充してきたことがわかる。以上の考察を通して、「広義の社区服務
に関わる住民主体の可能性と限界性」という研究課題が浮かび上がるのである。これこそ、本論文が
取り組む課題である。 
 第 3 章「コミュニティ形成と地域福祉――分析枠組」では、日本の都市社会学のコミュニティ形成
論と地域福祉論を整理するなかから、特に鈴木広（1978）によって提起された住民コミュニティ意識
の分析、および鈴木の研究をふまえて構築された金子勇（1993）の地域福祉論を用いて、本論文の分
析枠組が構築される。社区が住民にとって望ましいコミュニティとなる条件を探るために、まず共産
党の影響力を明らかにする必要がある。一方、上からの行政的な役割を考察するだけではなく、下か
らの自発性、つまり地域活動における住民参加にも注目すべきである。行政が提供する社区服務と、
地域の共通問題に住民同士が取り組む地域福祉活動とが絡まることによって住民同士の相互依存性
や共同性が強化され、コミュニティ形成が可能になるとの仮説を立てることができる。 
 さらに、日本のコミュニティ形成論の中国への適用可能性に関しては、中国の「社区」の定義と日
本の「コミュニティ」の定義は、ともに規範的定義であり、かつ地域性と共同性を 2要件として成立
している点で共通している。加えて、かつての日本のコミュニティ形成論が急速な産業化、都市化を
背景とした点も、現在の中国の学界状況ときわめて類似している。以上の 2点から、日本のコミュニ
ティ形成論を現在の中国大都市に適用することは十分可能であると考えることができる。 
 
 本論文の後半となる第二部と第三部では、以上の考察をふまえて、「社区建設と社区服務」の現状
分析を行う。第二部「大連市の『一般社区』における住民コミュニティ意識調査」では、まずコミュ
ニティの現状を見定めるために、住民の意識に映った地域社会を明らかにする。 
 第 4 章「大連市の社区建設の状況」では、大連市の概況と社区建設の状況を記述する。とりわけ社
区建設の取り組みと社区居民委員会の組織構成に注目することによって、社区が行政機関に管理され
ており、共産党組織が社区レベルに浸透し、強い影響力を持っていることを明らかにする。 
 第 5 章「住民コミュニティ意識の分析」ではコミュニティ意識を高める要因分析を試みる。3つの
社区の意識調査から得られたデータを分析した結果、社区のタイプごとにコミュニティ形成の担い手
が異なっていることが明らかになった。すなわち開発された旧住宅街では高齢者定住層が、また新興
郊外住宅地では高学歴・高収入の中間階級が、それぞれ中心となってコミュニティを形成することが
無理のない方向と考えられる。一方、外来流動人口の多い社区では、全般に地域に関心が薄い住民に
替わって社区リーダーの役割が大きい。 
 
 以上の結果を踏まえて、第三部「大連市の『一般社区』における地域福祉の実態調査」では各社区
の地域福祉活動を分析する。 
 第 6 章「旧住宅街の B社区――高齢者、生活保護者、失業者を中心に」では、高齢者の養老、生活
保護者の救助、失業者の再就職といった B社区の中心的課題に着目して地域福祉サービスを考察する。
高齢者対策としては、政府指導の「居家養老」、「日托養老」および個人経営の「家庭式ミニ養老院」
といったさまざまな専門処理システムが地域で展開されている。こうした多様な高齢者対策が、高齢
者の地域への愛着感情を一層高めている。加えて、高齢者向けの文化娯楽活動とボランティア活動の
展開により、高齢者の親睦と相互扶助の精神が鍛えられている。こうして高齢者を中心とする親交的
コミュニティが形成されていることを確認することができた。一方、生活保護者と失業者に対しては、
社区居民委員会が上級機関の指導に従って対策を講じてはいるものの、問題の徹底的解決にはまだ多
少の時間を要するものと思われる。 
 第 7 章「新興郊外の K社区――近隣関係の改善を中心に」では、近隣関係の問題を改善する取り組
みを分析する。マンションの温水暖房をめぐる「維権活動」（権利保護活動）への参加を通して住民
間の絆が強化されている。暖房問題の解決に至る過程は、住民が自らの利益を守る戦いであると同時
に、地域の共同性が生まれる過程でもあった。共苦型の住民参加が社区住民の自治能力と問題解決能
力を育て、自治的コミュニティの形成に直結することがわかった。また、「維権活動」を成功へ導く
要因をさらに分析すると、地域組織の連携のほかに、専門的な知識と豊富な人脈をもった中間階級の
リーダーシップが問題解決に寄与していることが明らかとなった。地域の特徴をなす人的資源がフル
に活用されていたわけである。 
 第 8 章「外来流動人口の多い L社区――外来流動人口を中心に」では、L社区の特徴である外来流
動人口の問題を中心に地域福祉の取り組みを考察した。外来流動人口が集中しているため、社区リー
ダーが人口の把握と管理に努めている。また、外来流動人口を都市労働者の新たな一員にするために、
社区リーダーは政策宣伝、法律相談および児童教育といったサービスを提供している。このような社
区リーダーの努力と支援が住民主体のコミュニティ形成に結びつくことは難しいけれども、地域社会
の安定を確保するためには一定の役割を果たしている。 
 
 終章「中国大都市のコミュニティ形成に向けて」では、一党独裁という独特の政治体制をもつ中国
におけるコミュニティ形成の可能性と条件をまとめ、今後の理論構築と政策の方向性に関して提言を
試みる。コミュニティ形成を可能にするためには、行政と住民による専門処理と相互扶助との協働が
必要不可欠である。しかし、社区の類型と住民の特徴によって、行政と住民とはそれぞれ行っている
地域福祉の役割、重要性が異なっている。そのため、住民のニーズに合わせた両者の協働を行う必要
があると考える。 
 地域福祉が行政と住民を結合させ、コミュニティ形成に導く必須条件として、まず社区リーダーの
役割があげられる。ここでいう社区リーダーとは、社区居民委員会、さらに政府・共産党を代表する
もののことである。また、社区の類型によって社区リーダーの役割が異なっている。旧住宅街の場合、
高齢者、生活貧困者が多く居住しているため、住民の生活を保障するために、社区リーダーは主に救
済的な役割を果たしている。新興郊外住宅街の場合、中間階級が多く、政府の力をあまり借りなくて
も自立できるため、社区リーダーは地域組織間の調和役としてコーディネーターの役割を果たしてい
る。また、外来流動人口が多い地域では住民の流動性が高いため、社区リーダーは管理の役割を果た
している。このように、地域福祉が社区リーダーによって実現されている面が小さくない。 
 また、社区の類型によって、コミュニティ形成を導くための条件も異なっている。旧住宅街の場合、
豊かな近隣関係が必要である。高齢者の間に豊富な近隣関係が備わっていたからこそ、娯楽活動やボ
ランティア活動に積極的に参加し、ネットワークを作り上げることによって、親交的コミュニティの
形成に結びついた。また、新興住宅街の場合、近隣関係が希薄である。しかし、住民の「共同財産、
共同権益を共同で守る」という共通の問題関心は、積極的な住民参加を促し、社会関係量の少なさを
乗り越えられる可能性が大きいことが明かとなった。よって、住民同士の共通の問題関心が自治コミ
ュニティ形成の条件である。一方、外来流動人口の多い社区の場合、住民主体のコミュニティ形成が
困難であるため、社区リーダーの役割が期待されている。 
 以上のように、中国大都市ではコミュニティ形成を可能にするためには、行政と住民による協働関
係が必要不可欠である。そして、それぞれの社区の特徴を生かしたコミュニティ形成が考えられる。
本論文により、従来研究されてこなかった一般社区のコミュニティ形成の条件をある程度明らかにす
ることができた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 中国では 1978 年の改革開放以来、計画経済から市場経済への転換が続いている。そのため従来の
「単位制」が各地で崩壊し、レイオフや失業が大量に発生する一方、農村からの出稼ぎ者が都市に大
量に流入するようになった。そこで中国政府は 2000 年から、新たな住民統治と住民福祉の仕組み作
りとして社区形成（日本のコミュニティ形成）に着手した。中国の産業化は豊かな中産階級を大量に
生み出した反面、様々な都市問題も噴出させている。こうした問題に対処するための国家主導の地域
政策が社区形成である。しかし国家主導とはいえ、住民にとって望ましいコミュニティと地域福祉が
求められることは当然であり、ここに困難な課題の所在が認められる。そこにアプローチした都市社
会学的研究の一成果が本論文である。 
 全体は 3部 10 章から構成されている。「序章」は先行研究のレビューに基づく研究方針の確立であ
る。論者は、中国社会学界で行われている社区研究は理論面が弱く、一方、日本では中国人留学生を
中心に単位型社区と NPO 型社区に関する優れた成果がある反面、中国大都市で最も普通に見られる一
般社区――共産党と地域住民の協働運営――の研究が未着手であることを突き止めた。文献研究から
社区理論の構築と一般社区の研究という基本方針を的確に索出したところに論者の地道な研鑽の跡
が認められる。 
 第 1 部「コミュニティと地域福祉」では、分析枠組みの構築に向けて以下のような考察が続く。始
めに第１章「日本におけるコミュニティづくりと地域福祉」で、日本のコミュニティ形成と地域福祉
の背景を確認する。いうまでもなくそれは、前者に関しては高度経済成長期の急速な産業化・都市化
による共同体の解体であり、後者に関しては近年の少子高齢化傾向である。これが中国の社区形成の
背景（単位制の解体）とは一見異なることを第 2章「中国における社区建設と社区服務」で指摘した
上で、それにも関わらず日本都市社会学のコミュニティ理論が中国に適用可能であることを以下のよ
うに論証したのは説得的である（第 3章「コミュニティ形成と地域福祉――分析枠組」）。 
 まず、コミュニティ概念に関しては、地域社会の現状をそのまま写し取った実態的定義ではなく、
「住民にとって望ましいコミュニティとは何か？」と問う規範的定義を採用することによって普遍的
レベルで日中間の概念の交流を可能にした。そして論者は、日本のコミュニティ形成論――〈成員構
成・生活要件・社会構造〉と〈コミュニティ意識〉の関連を分析の焦点とする「コミュニティ意識論」
――が、急速な産業化・都市化に促されて発展したのと同様の状況が今、中国で起こっていると見て
いる。単位制の崩壊とは、じつは更なる産業化の一段階に他ならず、産業化・都市化の渦中における
コミュニティ形成という問題意識は日中間で共有されている。以上から、コミュニティ形成に関する
日本社会学の理論的成果を中国大都市に適用することは一定可能であるとした。ただし、中国が日本
と異なる最大のポイントは共産党支配である。それ故、行政組織と地域住民の協働関係の分析を見落
とす訳にはいかない。むろんこの点の理論的工夫に抜かりないことは、以下に述べるとおりである。 
 第 2 部「大連市の『一般社区』における住民コミュニティ意識調査」は、大連の社区の現状分析で
ある。概況を記した第 4章「大連市の社区建設の状況」では、とくに共産党が社区で強い影響力を持
っている実態を組織構造面から明らかにしている。しかし、大連を研究対象に選択した理由が必ずし
も明確ではない。中国大都市類型論を構築し、そこに大連を位置づける試みが望まれる。 
 第 5 章「住民コミュニティ意識の分析」はコミュニティ形成の主体の探究である。意識調査の結果、
社区の類型ごとに担い手層が異なることを発見した。すなわち、①都心の旧住宅街では高齢者定住層
が、②郊外の新興住宅地域では高学歴・高収入の中間階級が、それぞれ地域への関心度が高いので、
彼らを中心とする社区形成の可能性が展望できる。しかし、③流動人口が多い社区ではそうした担い
手層は発見できず、したがって住民主体よりも社区リーダー主導のコミュニティ形成とならざるを得
ない。以上の知見は、関連データが乏しいと思われる中国社会学の現状に鑑みて、きわめて貴重であ
る。日本人には到底真似できない、現地に入り込んだ大量調査に成功した論者の労を多としたい。 
 第 3 部「大連市の『一般社区』における地域福祉の実態調査」は、コミュニティ形成と地域福祉の
分析である。第 6章「旧住宅街の B社区――高齢者、生活保護者、失業者を中心に」では、高齢者た
ちが行政から給付されるコミュニティ・サービスへの参加を通して、地域への愛着と相互扶助のネッ
トワークを強化させている実態をフィールドワークによって解明した。ここでの社区リーダーの役割
は高齢者のサポートに留まっている。 
 第 7 章「新興郊外の K社区――近隣関係の改善を中心に」は、郊外地域で起こった住民運動――マ
ンションの温水暖房をめぐる施設改善要求運動――における中間階級の行動分析である。彼らはそれ
まで近隣関係が希薄であったが、彼らの利害関心と権利意識に抵触する問題の発生を契機に積極的な
住民参加が実現した。また、中間階級自身が専門知識や社会関係資本を豊富に所有しているために、
政府の公的援助を待つ必要があまりなく、そのため社区リーダーは地域組織間の調整役に徹していた。 
 第 8 章「外来流動人口の多い L社区――外来流動人口を中心に」では、外来流動人口対象の地域政
策が分析の焦点である。社区リーダーは外来人口を都市労働者として包摂するための政策宣伝、法律
相談および児童教育といった各種サービスを通して、彼らの把握と管理に余念がない。こうした努力
が住民主体のコミュニティ形成に結びつくことは望めないにしても、地域社会の安定には一定の役割
を果たしている。 
 以上を総括して、終章「中国大都市のコミュニティ形成に向けて」は、一党独裁という独特の政治
体制をもつ中国の場合、一般社区のコミュニティ形成と地域福祉において行政と住民の協働関係が必
要不可欠であることは勿論だが、それぞれの社区の特徴を生かしたコミュニティ形成が望ましく、ま
た可能でもあると結論づけている。 
 本論文は、第 2部で明らかにしたコミュニティ形成の担い手と、第 3部の地域福祉・地域活動の実
態を整合的に提示したところに理論的成果が認められる。まだあまり研究されていない「一般社区」
の諸問題を理論的に解明したことは、中国都市社会学にとっても一定の収穫であろう。母国に向けた
研究成果の積極的な発信が望まれる。なお、大都市類型論に基づく都市間比較、大都市社区の総合的
把握、さらには自由経済化の流れの中で共産党統治の正当性が住民に浸透する（もしくはしない）メ
カニズムの解明など、今後に残されている課題も少なくないが、それによって本論文が貶価されるも
のではない。 
 以上の所見により、本論文は、大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値するものと認めら
れる。 
